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問題の所在
(1)地方分権推進法の成立と分権型国家の可能性
、
唱
われわれの国 は,従 来 か らフランス と並んで,中 央集権 のきわめて強 い国 として知 られて きてい
る。 ところが ご く最近 になって,そ れ を大 き く変 えようとす る動 きが出てきた。村山政権 の時代,
1995年5月15目にいたって,わ が国の歴史では画期的な 「地方分権推進法」が成立 した。現在,こ の
法律に もとづいて作 られた 「地方分権推進委員会」が,そ の具体策 を検討 する段階 にきてい る。すで
にこの7名 からなる委員会 は,1996年3月29日に中間答申を出 しているが,予 定では5年 後 の1999年
に地方分権 を本格化 する最終答申が出るはずである(朝 日新聞,1996年3月30日)。
そうした最近の状況 をながめると,わ が国で も地方分権 はこれ から大 きく進展す るような印象をつ
よく受 ける。従来の中央集権 は大幅 に後退 し,わ れわれの国の中央政府 と地方自治体 は,今 後,い ま
までになかった新 しい関係 に入 る可能性がある。 とりわけ,分 権が進む ことによって,わ れわれの国
の民主制 は自治体 を軸に した,従 来 とは質の異 なるものにシフ トす るのか も知れない。ただ,一 部で
あるにせよ,分 権 に過大の期待 をよせる人び とのいることが気になる。分権 を万能薬 と考 え,地 方分
権 さえ実現すればわれわれの社会がかかえる様々な問題 は,一 挙 に解決す るというイメージを もつ人
び と も少 な くない ようで あ る。
言うまで もないが,わ が国 の文脈 で地方分権が実現す るためには,ま だ まだ課題が山積 している。
地方分権推進委員会が出した 申問答申に関 して も,す でにいろい ろな方面から批判が続 いている。そ
れが最終答申を出す までには,こ れ まで以上にいろいろな紆余曲折 のあることが予想 され る。集権的
行政 に慣れ親 しんで きた中央省庁が,権 限 をそう簡単 に自治体に移譲 するとは到底考 えられない。そ
の上,政 治家の中に現在の集権体制 を維持することに熱心 であるものが多い。官僚や政治家の分権反
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対 は,こ れか らいよい よ本格化するはずである(朝 日新聞,199E年3月30日)。
また,仮 に分権が実現 した として,そ れが特効薬 になる とい う保証 は どこに もない。分権 が進 ん
で,か えって地方自治体 の力量 や能 力に問題 が出はじめ,行 政課題の解決は一層,深 刻化する可能 性
も残 される。加 えて,分 権か ら自治体中心 にシフ トする と見込 まれ るわれわ れの国の民主制 は,当 初
の目論見 とは反対に,そ の質を後退 させ るとい うシナ リオ も可能性 として否定 はで きない。
、
② 分権論議の問題点
誤解をさけるためあ らか じめ指摘 してお くと,わ た くしはこれか らのわが国で地 方分権 の推進は当
然 のことと考 えている。集権的な これ までの行政手法は,国 際化が進み社会が ます ます多様化する世
の中で通 じない とい うのが,わ た くし値入 の見方である。 これか らのわが国では分権化 をベースに し
た,社 会システムの構築がなによりも必要になる。 ただ,そ うした分権論 を抱 きなが ら,そ の一方で
わた くしは,こ れ までのわが国 における地方分権 をめ ぐる論議 には,い くつか大 きな問題があった と
考 え てい る。 と りわ け それ は,つ ぎの2つ の意 味 に おい て い ち じ る しい。
そのひ とつは,こ れまでのわが国では,地 方分権 の利点 だけを取 りあげるクセがあった。分権 には
欠点 も多いのであるが,そ れを国際的な比較 とい う視点 を含めて,い ろいろな角度か ら検討する作業
が遅 れて きたような気 がする。 その結果,わ が国では地 方分権 を単純 に民主制 の質向上 にス トレー ト
に結 びつ け る とい う ミス を犯 して きてい る。 実 際 には,こ の2つ は うま く結 合 しな い こ とが 多 いCア
メ リカな どの例では,分 権 が民主制の質 を下 げる役割 を果た して きたケースもある。
2つ目に,地 方分権 が社会問題 を解決す る万能薬 でない ことをあらため て強 調 してお く必要 があ
る。分権が進 むとほ とん どまちがいな く,自治体の負担が増 える。例外な く行政事務が増加 し,財 政
需要は上がる。そ うした点 も関係 してい るのであろう,地 方団体の なかには財政面の分権 だけを希望
するもの も多い。 おカネは ともか く行政 の責任 は従来通 り中央政府 で とい う,都 合の よい見方をす る
自治体 も少 な くない。
言 うまで もないが,そ うした自己中心的 な意見 は地方分権 の時代 とは無縁 でな けれ ばな らない。 む
しろ,自 治体 は分権 の時代 に備 えて,そ れ相応の準備 と蓄積 を図 る必要がある。 これ には職員人事 の
採用か ら,政 策研究やその立案技術 の問題 まで多様 な項 目が含 まれる。地方分権時代の到来 は,地 方
団体が学習 と自己啓発 をたえず くり返 さなければならない,負 荷計 数の高い時代に入 ることを意味 し
嘲
て い る。
そ うした問題意識 を背景 にす る本稿 は,は じめに地方分権 が世界 の各地で共通の問題 になってきた
最近の事情 を説明す る。それ に続 けて,小 論 はわが国における分権 論議の特色 を考 えるが,こ の文脈
で はとりわけ 「受 け皿」論 と呼ばれ る,地 方制度 の改革 に焦点 を合わせることに している。 さらに,
地方分権 が社会状況によっては,民 主制の確立に反する2面 的 な性格 を もつ ことを,外 国の例 を参考
に しなが ら解説 してい く。最後に,分 権の時代をひか え,わ れわれの国の 自治体 はどのような改革 を
進め,き た るべ き分権時代 に対 して どのような準備 を進 めるべ きかに関 して,.私論 を展開 してい くは
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ず で あ る。
董.地方分権の国際化
(1)分権 と国 づ くり
地方分権 は,そ れ をもっとも簡単 に定義する と,国 の さまざ ま権 限を地方団体 に委任 した り,委 譲
した り,あ るいは,分 散 した りする ことを意味する。分権 は関係する機関が,国 と地方団体 に限 られ
ることが多 く,一般的 に 「官行」 にまたが る政府間の関係 という形を とる。 この点 で分権 は,い ま同
じように問題 になる規制緩和 と内容がやや異なる。規制緩和}ホ普通,政 府が民間に対 して もつ権限 を
削減 した り,廃 棄す ることを指すのが普通で ある。 したがって,規 制緩和 は 「政行」で はな く,「官
民」 にまたが る関係 と考 えられてきている。
そう した意味合いを もつ分権 であるが,こ れ を歴史的 な文脈 でとらえる と,こ の概念 は今 日まで興
味 ある傾向 と展 開を示 して きている。 た とえば,分 権 は古 くか ら国づ くりという課題 と直結 して き
た。 とりわけ,戦 後 にな って植民地支配か らのがれた発展途 ヒ国のぽかで,分 権 はきわ めて重要な政
治課題 になった。そ うした国では,少 数民族が多数派民族の支配する中央政府に対 抗 し,か れ らのア
イデンテ ィティを守 るために分権 を主張 し,自治 を要求 した。かれ ら少数民族に とって,分 権や 自治
はわれわれが理解する権 限の移譲 をはるかに越 える,民 族自決 を含意 して きたω。 こう した分権 を も
とめ る民 族 闘争 は,バ ル カ ン半島 や1日ソ連,さ らには ア ジアで も,ミ ャンマ ー のカ レンや シ ャ ン族,
さらには中国のチベ ッ ト民族な どに今で も見 られ る。
② 行政サービスの低下と新行政学
この一例か らも分か るように,分 権概念 の底 は深 く,間 口は広 い。分権 は一一言では とらえきれない
複層的な概念 のようである。ただ,わ れわれがいまここで問題 にする行政上 の分権概念は,主 として
70年代以降,も っぱ ら工業先進国 を中心に出現 した。 この概 念がこの特定の時期 に,そ うした限 られ
た国々で出て きた背景 には,つ ぎに挙 げるおおむね3つ の理由が あった。そのうちの2つ は行政上の
理由,残 りは政治的 な問題 に関係 してい る。
まず は じめ に,70年代 を起 点 に行 政 学 に新 し く出 て きた,マ ネ ゼ リア リズム(managerialism)と
呼 ばれる考え方 を指摘 しなければな らない。アメ リカをは じめ,イ ギ,リスやカナダなど先 進工業国家
では,こ こ数年,い ろいろな行政分野でサービスの低下 が話題 にな っている。代表的な例 としてニュ
ー ヨー ク市 の事例 を見 ると,こ の国際的な都市 で は199年の殺人件 数 は292件で あ った。 それ が,
1999年に は1,561件に まで5倍 近 くも上 が って きて い る。 また,1945年に総 家 族数 の3%で しか な か
った ひ と り親 家庭 の数 は,1994年にはお よそ10倍近 くも増 え29%に もな って い る。
ニ ュー ヨークという都市が変化 し,複 雑な都市問題 を多数,抱 えるようにな るのは,こ の都市 の世
界的な性格か らして必 ず しも不思議 ではない。む しろ,自 然の成 り行 きと「も考え られる。 問潭 はそ う
した都市の生活環境の悪化に対 して,行 政側が有効な打 つ手 を もたない ことである。マ ンパ ワーを欠
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いているし,な によ りも財源 の制約が大 きい。その結果,殺 人や傷害事件,さ らには火事が多発 して
いるに もかかわ らず,各 地で消防 自動車や救急車 など,緊 急出動車が現場 になかなか到着 しない とい
う問題が出ている。 また,ひ と り親家庭の増加な ど社会福祉の施 策に有効 な手段がない まま,そ の一
方では若年人口の犯罪が増 え,か れ らの失業率だけが上が るという矛盾 した状態がつづいている(2)。
政府が打つ手 を欠 きその間 に行政事情が悪化する状況は,イ ギ リスやオース トラ リア,あ るい は,
一も
カナダで もほとん ど変わ らない。 オース トラ リアでは,と りわけ警察行政 に対 す る不満がつ よい。治
安の維持 につい て,警 察官の手荒い不親切 な行動 に関す る批判がオ ンブズマ ンな どに寄せ られてい
る。カナダの場 合には,医 療 や社会福祉に関 して国民 のイラ立 ちや不満が集 まっている。 カナダの国
民 にすると,国 税や州税 な どで高い税金 を払 いなが ら,十分 な医療 も保証 されな くなってきている。
これではた まらない とい うのが,国 民一般 の感情 である⑧。
(3)行政の効率 ・効 果 ・経済性
そのような行政サービスの低下は,多 くの国で行政事務が増大 するなか,そ れに対応 する必要な財
源や人材,さ らには権限 などの資源が恒常的 に不足 していることに原因がある。 その結果,い ろい ろ
な資源不足 を所与 としなが ら,現状 を打開す る:ためこれ まで とは異 なる別の方法 を模索する必 要に迫
られ る。その際 にしばしば登場 するのが,既 存の行政 を再点検 し,そ の改善を企図する 「行政改革」
とい うア プロ ー チで あ る。 アメ リカな どを含 め て多 くの 国 で は,国 民 は行 政 を経 済 的(economies)
に効 率(efficiencies)よく,し か も効 果 的(effectiveness)に進 め る と い う 課 題 に つ よ い 関 心 を 示
して きて い る。 ヒ ト ・モ ノ ・カネ を欠 く現状 で,そ れ ら3つ のEで は じま る施 策 に興味 が集 まるの は
当然 の ことか も しれ な い。
こう した3つ のEに 代 表 され る課 題 の解 決 に,イ ギ リスで は1991年7月にメ ジ ャー政権 が 「シテ ィ
ズ ン ・チャーター」.と呼 ばれ る政策 を公表 してい る。 これは,従 来,公 的機関が実施 して きた特定の
行政 を省庁の手か ら切 り離 し,そ れ らを事務毎 に新 しく作 るエイジェンシー とよばれる組織 に移管す
ることを意図 した政策であ る。 また この方法では,行 政事務の多 くが民間に移 され,民 営化が進 めら
れ るが,こ うした施策 は従来の中央集権的であった行政 を,市 場原理 にもとつ く分権的 な運営 に変 え
る こ とを 目的 に してい る。 その意味 で 「シテ ィズ ン ・チ ャー ター」 は,イ ギ リス行 政 を市 民 中心 の も
の に基 本 か ら改 訂 しよ う とす る,興 味 あ る施 策 にな って い る(a}。
,
2.「政府の再生』 と起業政府
分 権 は も うひ と つ,1992年 に ア メ リカ 人 の デ ィ ビ ッ ド ・オ ズ ボ ー ン(DavidOsborlle)とテ ッ ド ・'
ゲ ー ブ ラー(TedGaebler)の2人に よ っ て編 まれ た,『政 府の 再 生』(ReinventingGovernment)
によっても世界 的な課題 にな って きてい る。 この著書 の最大の特色 は,2人 が徹底 して行政にビジネ
ス手法の導入 を呼びか けてい る点 にある。 かれ らによると,こ れ までの行政 はやや もすれば住民 を軽
視 することがあった。 それを改め,こ の先 の行政では住民が クライエ ン トであ り,顧 客であることを
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つね に認識 してお く必要がある。 ビジネスでは 「お客様 は神様」である。 これ と同様,行 政に とって
も住民はもっとも大切 な神様でなければな らない。
この 『政府 の葛 生 』 は,起 業政 府(entrepreneurialgovernment)と呼 ばれ る考 え を打 ち出 した こ
とで も注 目を集めた。2人 の著者 によると,自 治体 はそれぞれが独 自のアイデ ィアでユニークな行政
を展開 し,民 間 と同 じように政府間競 争を進 める必要がある。 それ を実現するため,政 府 は斬新なア
イディアが出やすい,柔 構造 に改訂 してお くことが求め られる。
かれ ら著者 によると,こ うした柔構造 を もつ政府組織 こそが起業政府 に他 ならないが,た だ,そ の
実現には自治体が権限を もたなければな らない。権限があってはじめて,起 業型の政府が実現する。
その せ い もあ って,2人 は授 権(empowerment)と呼 ばれ る概念 を こ との ほ か重視 す る。 かれ らに
する と,い ろいろな権限が自治体 に分権 されることこそが,政 府 を起業型に変 えるもっ とも重要な要
件で あ る。
『政府の再生』 は,起 業政府の具体 的な事例であふれている。 その一例を紹介す ると,予 算 はいず
れの 国 にお い て も一一・般 的 に実 績主 義 を とる。 予 算 は残 す と,翌 年 は その分 を普通 はカ ッ トされ る。 と
ころが よく考 えてみ ると,こ れはおか しな慣行である。予算 を残す ことはほめられ るべきことで,減
点 にすべ きことではないような気がする。
カ リフォルニア州の小 さな自治体では,予 算を残す と功労者に奨励金 を出す ことに している。 これ
までの発想 を180度転換 した,思 い切 った施策で ある。ただ,制 度や習慣 が異 なるわが国では,こ の
制度の実施 はほとん ど不可能 と考 え られる。 しか し,こ の予;算節約法 は,公 的機関にビジネス手法を
とり込 むと,そ の結果 はどうなるかを示 している。その点で,わ れわれの これか らに参考 になるケー
ス と考 え られ る〔5,。
この業績が出てか ら,エ ンパワーメ ン ト(授権)と いう表現が,世 界中で取 り上 げられるようにな
った。今 やそれを具体化する分権概念 は,ア メリカの行政を越 え,普 遍 的な意味さえもちはじめてき
てい る。 そ う した こ とに も関 係 して,ア メ リカで は1993年3月か らク リン トン政権 が 「ナ シ ョナ ル ・
パ フォー マ ンス ・レ ビュー」 と呼 ばれ る計 画 を進 め,い ろい ろな行政事 務 の 点検 を は じめて い る。 こ
の レ ビュー は,い くつか の柱 か ら構成 され るが,な かで も,行 政 サ ー ビス を消費者 中 心 にす る こ と,
な らびに,行 政効率を上げることの2点 に特別 のアクセン トがおかれ ている。 まだまだ問題の残 る政
策である。 その成 り行 きが注 目される樹。
3.民主化 と地方分権
地方分権 とい う概念が,い ろいろな国で とり上 げられ ることになった3つ 目の理由 は,政 治に関係
がある。 ことにアジア圏では,・韓国や台湾が地 方分権 に熱心である。 そうした国では,経 済開発 で実
力をつけ,そ れを背景 に民主化への関心が急速 に高 まって きてい る。 とりわ け韓国や台湾では,こ れ
まで中央政府 に反対 して きた人 び とが,地 方 レベルで市長 に選 ばれ,議 員に選出され るケースが増 え
ている。 これ らの人 び との活躍が,そ れ らの国で民主化 を一層,拡 大 させ るエネルギーになることは
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間違いがない。
分権への関心は,こ こ数年,バ ングラデシュやパ キスタンな ど中央集権 をとって きた国々 にも広が
ってきている。 こうした傾 向は,社 会主義が崩壊 した ことにも大 きく関わっている。 これまで発展途
上 国で は,多 くが旧 ソ連 を発展モ デル としてきた。旧 ソ連型 をとると,少 数支配が可能であるばか り
か,少 ない資源で短期間 に国家開発 ができると考 えられたか らである。 ところが,こ こにきて目標 と
、
して きた社会主義 は消滅 した。 旧ソ連 に変 わるモデルの発見 に迫 られていた発展途上国の多 くは,ア
メ リカやイギ リス型の分権 タイプに国づ くりの関心をシフ トさせてきている。
ただ,韓 国の ように民主化がお どろ くほ ど進展 している国で も,い くつか解決を迫 られ る難題 をか
かえてい る。そのひ とつ は財政問題であ る。 ソウル市な ど大都市では財源が潤沢で,経 済的 にも100
%自 立で きる と見込 まれ る。 しか し,農 村部 に行 くと財政事情 はきびし く,平均的な財源 自立率 は県
レベル で60%,郡 レベ ル にな る と30%にしかな らな い と言 わ れ る。
こうした地方財政 の脆弱性 は,こ れか らの韓国で国家的な課題 になるはずである。韓国で地方自治
が この先,発 展す るか どうかは,多 分 にこの財政問題の解決 にかかっている。 その具体化な方法 とし
て,韓 国で も国庫補助 金を抜本的 に見直 すことが検討 されている。 とりわ け,韓 国の補助金行政 を,
特定財源 中心か ら一般 補助 に変更 することが,も っとも重要 な施策 と考え られているようである。補
助金の…般財源化 によって,自 治体の裁量の幅が増 え,今 後,個 性のある地方政策が各地 に出て くる
可能性 が高い と見 られ る(η。
4.わが国の分権め ぐる最近の状況
(1)政治文化 と分権論議
言 うまで もないが,わ が国で も分権論 は最近,一 段 と熱気 をおびて くるようになった。 しか しわが
国の論議 は,今 まで触れてきた海外での事情 と,つ ぎの3つ の点で異なった性格を もつようである。
ひ とつに,わ れわれ の国では,ア メ リカやイギ リスの例 にあるような,行 政に ビジネスの手法を取 り
入 れる とい う分権論議 はほとん ど見あた らない。わが国では今 でも,行 政 は民間 と一線 を画 した領域
と考え られて きてい る。効率や効果,あ るいは経済性だけで割 り切れず,ま たそうすべ きでない とい
う,古 典的行政概 念が現在 にも残 っている。
これには,古 くか らの文化 も関係 しているようで ある。「官尊民卑」 とい う表現 にあるように,行
1
政 は民間か ら学ぶべ きもので はない とい う意識が今 で もつよい。 む しろ,お れわれの国の政治文化か
ら行 くと,行 政 は民間の模範でなければならず,企 業 を指導す る立場に立つ ものである。そ うした文
化 環 境 の中 で は,ア メ リカな どで民 間 か ら出 て きた マ ネゼ リア リズ ムが,パ ブ リック ・セ クタ ーの行
動 原理 になる可能 性は きわめて薄い。 これは,起 業政府 とい うアイディアについて も言える。一村一
品運動 などごくわずかな例外 を除いて,起 業政府 とい う概念が公的組織に組み入れ られるチ ャンスは
■
まずない と言 えそうである。 わが国の場合,官 の守備範囲は明確で,民 との線引 きは他の国 にはない
ほ どは っき りと して い る。
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② 地方分権と地方制度の改革
2つ目に,わ が国の分権論 は他の国 とは異な り,地 方制度の改 革やその新設に相当なエネルギーを
割 くとい う特色が見 える。 これは,分 権 の 「受 け皿論」 と呼 ばれる論議に関係するが,わ が国では分
権論が出 ると,き まって自治体 の行政能力が問題 にされ る。仮 に分権 を進 めても,自 治体 にそれ を実
施 する人材 も力量 もない とい う見方が,今 で も根強 く残 っている。・そこで,こ の力量不足 を改善 する
ため,地 方制度 の強化が示唆 され,現 行 のいろいろな制度を新 し くする改革論に注 目が集 まる。
最近の例で は,分 権 論の高 まりに並行 して,「中核 市」や 「広域連 合」な どの制度 が出現 し,こ れ
か らの新 しい地方制度 として関心 を呼んで きている。 これ らが出現 して きた背景 には,地 方 自治体の
足腰の強化 を図って,分 権時代の到来 に備 える とい う受 け1111論議 が見え隠れ している。 そのうち,中
核市 は1994年6月に地方 自治法が改正 され,、それに もとつ く新 しいタイプの都市概念 である。 中核市
の要件 は,人 口が30万人以上の町 で,面 積 は100平方 キロメー トル以上 であ ること,そ して 「当該市
の人 口が50万未満の場合にあっては,当 該市を含む周辺の地域 における経済社会生活圏の中核 として
の機能 を有する都市 として政令 で定 め る基準 を満 たす こと(具体 的 には昼夜人 口の比 率が100を越 え
る こ と)」な どが 条件 にな って い る(s)。
そ う した 要件 を満 た した都 市 は,1995年の時 点 で全 国F`27市あ った。 その うち,中 核 市 にな る こ と
を希望する団体 ぼ,市 議会の議決 など一定の手続 きを経 て,そ の指定 を自治省 に申請 する決 まりであ
る。1995年現 在 で は,新 潟,宇 都 宮,富 山,金 沢,静 岡,浜 松,岐 阜,堺,姫 路,岡 山,熊 本,鹿 児
島の合わせて12に上 る団体が,中 核市の指定 を受けている。中核市 になると,事 務配分の特例が適用
され,政 令指定都市 と同 じような行政事務の処理 にあた る。富山市の例でい うと,県 か ら移譲 される
事務 は,民 生や保健,・さらには都市計画 を含 む合 わせ て2,006項目になる(朝 口新 聞,1996年3月31
日)。
もうひ とつ別の広域連合は,1995年6月の法改正 によって実現 した。 これは,わ が国でははじめて
の広域行政機関である。 この制度で は,い くつかの自治体が集 まって広域連合 を組織 し,・それが地域
全体 に関わ る事務 を総合的に処理す る基軸機関 になる。 これ まで にも,こ れに似 た一部事務組 合 と呼
ばれ る制度があった。 しか し,広 域連合 はそれ よりも権 限がつよい。加 えて,理 事者や議事機 関を別
個にもっ ことで もユニークである。行政事務の共 同処理 とい う点で広域連合 は,従 来の方式 を大幅 に
越 える積極 的な方式になっている。 そのあた りに,こ の制度が分権時代 を念頭 にした,自 治体 の足腰
強化策 と見 られ る理 由がある。
199&年3月現在,大 分県大野郡の8町 村が,わ が国では最初の広域連合 を発足 してい る。お よそ5
万5,000人の 口が含 まれ るこの広域連合 では,目 下の とこ'ろ,広域圏計画 の策定 と大野広域総合文
化センターの設置の2つ を主要事業 にしている。 この連合組織で は,連 合長 と8町 村か らおのおの2
名の議員が代表 として参加 する合議機関が作 られ,広 域圏 に関わ'る政策や計画策定 に責任を もつ こと
にな つ'てい る。=もっ と も,'この制 度 は まだ緒 につ いた ば か りで ある 。 その成 果 は,'まだ これ か ら とい
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うこ とにな るはず で あ る(朝 日新 聞,1996年3月31日)。
{3)分権の複雑な性格,
すでに指摘 した ように,わ が国では分権 について,し ばしば過大 な期待が寄せ られ る。期待度 はほ
かの国をはるかに越 える。分権 をごく簡略化す ると,そ れは中央政府 と地方団体の権 限領域 を再編成
、
する ことを意味 する。 ところが,わ が国ではこの線引 きとい う行政上の問題が,社 会全体 を抜本的 に
変える大手術の ような印象 をあた えている。分権 をすれ ば,さ まざ まな難 問がすべて解決 するかの よ
うな錯覚す らもつ人び とが いる。
こうした受 け止め方が出て くる背景には,こ れ まで,分 権 の長所だけに注 目し,欠 点 を十分,検 討
して こなかった とい う事情が関係 してい る。現実には,分 権に さまざまな欠陥があ る。われわれ 自身
の歴史,あ るいは,ア メ リカな どの事例 を参考 にす ると,分権 はいつ も民主制の質向上 に貢献 してさ
たわ けで はない。場 合 によっては,そ れ を阻害 する役割 さえ果た してきている。
アメ リカの教育 を事例 を引 こう。 アメ リカの教育行政 は,世 界 でも もっとも分権 化 したケース とし
て知 られ る。市 をさらに細 分化 した学校 区が,地 域の教育 を指導する行政単位である。学校区の教育
委員 は,政 党の関与 しない公職選挙 によって選 ばれ,か れ らが初等 ・中等教育のカ リキュラムな ど…
切の責任 を もつ。
わが国 と違 って,そ うした分権化 した制度 では,さ まざまな実験教育が可能で ある。ちなみに,わ
が 国 で は6・3・3制は ア メ リカの制 度 と教 え られ て き てい る。 と ころが,当 の ア メ リカで は6・3・3制以 外
の,6・6制や8・4制な どを とる地域が多い。そ うしたバ ラエティに富む制度の中で,児 童の飛び級や義
務教育の単位卒業制な ど,わ れわれの 目か らする と一瞬,と まどうこともある多様 化 した教育が行 わ
れ て きて い る。
しか しなが ら,ア メリカの分権教育 は利点だけではない。実際には大変な問題 をかかえてい る。簡
単 な例 を示 す と,ク リン トン大 統 領 が ア ーカ ン ソー州 の知嘉 の頃,こ の州 で は 「ミシ シ ッピー よあ り
が とう」 とい う言葉が よ くつかわれた。 これは,ミ シシッピー州が教育投資において全米 の最低 を記
録 し,そ れ に アー カ ンソー州 が つ づいた こ とを示 してい る。 ミシ シ ッ ピー州 が な けれ ば,教 育 の面 で
アー カ ン ソー州 が ア メ リカ で 最低 とい う汚名 を受 け た こ とは 間違 いが な い。"ThanktoMissis・
sippi"と叫 ばれ る理 由 にな って い る。
1
この例 は,分 権型のアメ リカ教育 は,一 方で実験教育 を可能 し,ノ ーベル賞 をとる秀才 を輩出 しな
が ら,他 方で は,基 礎的な教育 を満足に受 けていない人 口が多数い る ことを明 らか に してい る。実
際,ア メ リカの一部 には中学や高校で麻 薬が売買 され,暴 力事件が 日常茶飯事 である地域 も少 な くな
い。分権教育の欠陥 として とり上 げなければな らない,ア メ リカ社会の恥部 なのか もしれな い〔9)。
5.おわ りに代 えて一分権型社会の構築
分権 には,今 見て きた ような問題が残 る。 くり返 し触れて きた ように,分 権 はいつ も民主制の質の
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向上 に役だって きたわけではない。 実際には,欠 陥 も多いのである。 しか し,そ う した問題 のあるこ
とを知 りっつ,わ れわれの国では今後,地 方分権 を一層,進 めて いかなけれ ばな らない。言 うまで も
な いが, これ までの中央集権体制 は,東 京への一極 集中 を生み,地 域差 を広 げてきた。 また,住 民主
導よ りも官符指揮 とい う,変 則的な政治や行 政をつづけて きてい る。 これか らは世界 の潮流に一歩 も
二歩 も先行する,分 権型の国土形成 につ とめ る必要があ る。
そ う した状況 を作 り出すためにも,わ が国の自治体 にはい くつか重要な心構 えが必要である。 その
ひ とつは,自 治体の行政 部に関係 するが,こ れか らの 自治体 では人事行政 に相 当な工夫が もとめ られ
る 。 従来の ような公務員 の採用方法では,同 じような質を もつ職 員の リクルー トはで きる。 しか し,
これか らは分権化が進む と同時 に国際化の時代である。
そ う した社会の変化 に対応す るた めには,分 権化や国際化に合 わせた人事の採用が どうして も必要
にな る。 た とえば,試 験 によらないヘ ッ ドハ ンティングなどの別枠人事や外国人の採用,さ らには,
留学経験者や中途採用な ど,い ろいろなパターンの人事 ミックスを考えていかなけれ ばな らない。 こ
れか らの分権 時代 に備 えて自治体 に望 まれるこ とは,行 政部が政策立案 を専門 にするシンクタンク集
団に変身することである。 そうでな ければ,分 権型国家の形成 に将来 はなさそうな気がす る。
現在, 国際化 や情報化が叫ばれなが ら,ど れだけの自治体で,そ うしたあた らしい仕事 をこなせ る
人材 を確保 しているか,は なはだ こころもとない と言わなけれ ばな らない。一般 にわが国の自治体で
は, エ キスパ ー トを軽視 する傾向がつよい。 これ は昇格な どについて顕著 であるが,こ の点 ではアメ
リカや オ ース トラ リアで 実施 して い る,エ キ スパ ー トの特 進制 度 を採 用 す る こ とも考 え られ る。 これ
か らは, 特定 の事務 に精通 したエキスパー トを育てる努力が必要である。 そうした人材 を育成する こ
とが,
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